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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

総合 生鮮食品を除く総合 生鮮食品及びエネルギーを除く総合 持家の帰属家賃を除く総合

【2026年６月】

（％）

（資料出所）総務省「消費者物価指数」

生鮮食品を除く総合
1.6

総合 1.7

持家の帰属家賃を除く
総合 1.9

生鮮食品及びエネル
ギーを除く総合 1.7

消費者物価指数の推移（対前年同月比）

○ 2026年６月の消費者物価指数の「総合」は＋1.7％、「生鮮食品を除く総合」は＋1.6％、「生鮮食品及びエネルギーを除く
総合」は＋1.7％、「持家の帰属家賃を除く総合」は＋1.9％となっている（いずれも対前年同月比）。

23



消費者物価指数の「持家の帰属家賃を除く総合」（対前年同月比）の
主な項目別寄与度の推移

○ 消費者物価指数の「持家の帰属家賃を除く総合」（前年同月比）は、2026年６月に＋1.9％となっているが、主な項目別の
寄与度をみると、生鮮食品を除く食料の寄与度が大きい。
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026

年

生鮮食品 生鮮食品を除く食料 エネルギー 通信料（携帯電話） その他 持家の帰属家賃を除く総合

（資料出所）総務省「消費者物価指数」をもとに厚生労働省労働基準局にて作成。
（注）１．各項目の寄与度は、「当該項目のウエイト／持家の帰属家賃を除く総合のウエイト×（当月の当該項目の指数－前年同月の当該項目の指数）／前年同月の持家の帰属家賃を除く総合の指数」により算出。

２．「その他」の寄与度は、持家の帰属家賃を除く総合の前年同月比から各項目の寄与度を控除した残差として計算。
３．「エネルギー」は、電気代、都市ガス代、プロパンガス、灯油及びガソリン。

2026年６月
持ち家の帰属家賃を除く総合：＋1.9％
（寄与度）
・生鮮食品 ：＋0.2％
・生鮮食品を除く食料 ：＋0.9％
・エネルギー ： 0.0％
・通信料（携帯電話） ：＋0.1％
・その他 ：＋0.7％



消費者物価指数の「基礎的・選択的支出項目別指数」（対前年同月比）の推移

○ 消費者物価指数の「基礎的・選択的支出項目別指数」 （対前年同月比）を見ると、2026年６月では、「基礎的支出項
目」は＋2.3％、「選択的支出項目」は＋1.2％となっている。
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基礎的支出項目 選択的支出項目

【2026年６月】

（％）

（資料出所）総務省「消費者物価指数」
（注）１．基礎的支出項目（必需品的なもの）とは、支出弾力性が1.00未満の支出項目であり、食料、家賃、光熱費、保健医療サービスなどが該当。

選択的支出項目（贅沢品的なもの）とは、支出弾力性が1.00以上の支出項目であり、教育費、教養娯楽用耐久財、月謝などが該当。
２．支出弾力性とは、消費支出総額が１％変化する時に各財・サービス（支出項目）が何％変化するかを示した指標。
３．基礎的支出項目・ 選択的支出項目別指数は、持家の帰属家賃を除く総合から作成されている。

基礎的支出項目
2.3

選択的支出項目
1.2
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１か月に１回程度以上の購入 １か月に１回程度未満の購入

【2026年６月】

（％）

（資料出所）総務省「消費者物価指数」
（注）１．購入頻度階級別指数は、指数品目を家計調査から得られる１世帯当たり購入頻度によって区分し、購入頻度の階級区分別に指数を作成したもの。

「１か月に１回程度以上購入する品目」は、年間購入頻度9.0回以上の品目、 「１か月に１回程度未満購入する品目」は、年間購入頻度9.0回未満の品目が分類される。
２．購入頻度階級別指数は、持家の帰属家賃を除く総合から作成されている。

１か月に１回程度以上の購入
2.5

１か月に１回程度未満の購入
1.6

消費者物価指数の「購入頻度階級別指数」（対前年同月比）の推移

○ 消費者物価指数の「購入頻度階級別指数」 （対前年同月比）を見ると、 2026年６月では、「１か月に１回程度以上の
購入」は＋2.5％、「１か月に１回程度未満の購入」は＋1.6％となっている。
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2025年10月以降の消費者物価指数の対前年上昇率の推移

資料出所 総務省「消費者物価指数」
（注）１ 指数は、「持家の帰属家賃を除く総合」を用いた。

２ 各ランクの数値は都道府県の県庁所在地における指数を労働基準局賃金課にて単純平均し、
その対前年上昇率を算出したものである。

３ 各ランクは、2023年度からの適用区分である。
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○ 消費者物価指数の対前年上昇率について、2025年10月以降、全国では1.4％～3.4％で推移し、2025年10月～2026
年６月平均の対前年同期の上昇率は2.1％となっている。

2025年 2026年 2025年10月～
2026年６月

平均10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

全 国 3.4 3.3 2.4 1.7 1.4 1.6 1.5 1.7 1.9 2.1 

Ａランク 3.2 3.2 2.4 1.8 1.6 1.6 1.6 1.7 1.7 2.1 

Ｂランク 3.3 3.2 2.3 1.5 1.2 1.5 1.4 1.6 1.9 2.0 

Ｃランク 3.5 3.4 2.4 1.5 1.2 1.6 1.5 1.8 1.8 2.1 



消費者物価指数の対前年上昇率の推移

注１ 「頻繁に購入」、「１か月に１回程度購入」は、「持家の帰属家賃を除く総合」の指数を構成する各品目を年間購入頻度別の階級に区分した
ものの一つ。「頻繁に購入する品目」は年間購入頻度15.0回以上、「１か月に１回程度購入する品目」は年間購入頻度9.0回以上15.0回未満の
品目が分類される。

注２ 「基礎的支出項目」は、「持家の帰属家賃を除く総合」の指数を構成する品目を「支出弾力性」により分類したときの、支出弾力性1.00未満
の支出項目であり、食料、家賃、光熱費、保健医療サービスなどが該当。 なお、支出弾力性1.00以上の支出項目は「選択的支出項目」であ
り、教育費、教養娯楽用耐久財、月謝などが該当。
支出弾力性とは、消費支出総額が１％変化する時に各財・サービス（支出項目）が何％変化するかを示した指標。

注３ 「食料」は、総合指数を構成する各品目を10大費目に分類したときの費目の一つ。
注４ 平均上昇率は、「同期の指数の単純平均」の「前年同期の指数の単純平均」に対する上昇率。
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（単位：％）

ウエイト
（１万分比）

2025年 2026年 2025年10月～
2026年６月

平均

2024年10月～
2025年６月

平均10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

持家の帰属家賃を除く総合 8,420 3.4 3.3 2.4 1.7 1.4 1.6 1.5 1.7 1.9 2.1 3.9 

（単位：％）

ウエイト
（１万分比）

2025年 2026年 2025年10月～
2026年６月

平均

2024年10月～
2025年６月

平均10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

頻繁に購入 1,215 3.4 3.1 0.9 -1.3 -0.6 0.5 0.5 1.5 2.7 1.2 4.2 

１か月に１回程度購入 1,136 5.3 5.5 2.1 1.3 -0.3 -0.2 2.3 2.7 2.4 2.3 6.7 

基礎的支出項目 5,121 3.9 3.9 2.5 1.4 0.9 1.2 1.6 1.8 2.3 2.2 5.0 

食料 2,626 6.4 6.1 5.1 3.9 4.0 3.6 3.5 3.5 3.2 4.3 6.4 

資料出所 総務省「消費者物価指数」



消費者物価指数に対するガソリンの暫定税率廃止及び政策による効果の寄与度（試算値）の推移

○ ガソリンの暫定税率廃止や各種政策は、一部の月で消費者物価指数「総合」に対する押し下げ効果を示している。
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2026年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

エネルギー -0.08 -0.32 -0.47 -1.08 -0.93 -0.74

（当月分） (-0.35) (-0.94) (-0.96) (-1.32) (-0.98) (-0.87)

（前年剥落分） (+0.27) (+0.61) (+0.49) (+0.24) (+0.05) (+0.13)

電気代 - -0.22 -0.22 -0.02 - -

（当月分） - (-0.49) (-0.49) (-0.16) - -

（前年剥落分） - (+0.27) (+0.27) (+0.14) - -

都市ガス代 - -0.04 -0.04 0.00 - -

（当月分） - (-0.09) (-0.09) (-0.03) - -

（前年剥落分） - (+0.05) (+0.05) (+0.02) - -

灯油 +0.05 +0.05 +0.02 -0.19 -0.16 -0.12

（当月分） (-0.02) (-0.02) (-0.02) (-0.21) (-0.17) (-0.14)

（前年剥落分） (+0.07) (+0.07) (+0.04) (+0.02) (+0.01) (+0.02)

ガソリン -0.13 -0.12 -0.23 -0.87 -0.77 -0.62

（当月分） (-0.33) (-0.34) (-0.36) (-0.92) (-0.81) (-0.73)

（前年剥落分） (+0.20) (+0.22) (+0.12) (+0.05) (+0.04) (+0.11)

資料出所 総務省「消費者物価指数」
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